
事  業  名 地域情報通信基盤整備推進交付金事業

事 業 の 概 要　

事 業 年 度 平成21年度（補正） 事 業 完 了 日 平成23年3月25日

総 事 業 費 1,663,033千円

補助対象事業費 1,633,669千円

交 付 金 額

事  業  の  内  容

　

　当市は、全国で3番目という広大な面積を有していることに加え、地理的に山間部が多いこ

とからブロードバンド環境の整備が進まず、整備済地域と未整備地域の情報通信格差が拡大し

ていました。

　こうしたことに加え、国が平成22年度までにブロードバンド未普及地域の解消を目指すとい

う目標を示したため、当市においても、市内の情報通信格差の解消を大きな課題と捉え、ブ

ロードバンド未普及地域の解消を日光市総合計画の地域情報化における主要事業に定め、民間

通信事業者に未整備地域への整備促進の要望活動を行ってきました。しかし、採算性の問題か

ら民間通信事業者による整備の可能性は低く、民間主導の限界を感じていました。

　そこで、市内の情報通信格差を是正するため、交付金制度を活用し、市がＦＴＴＨによる光

ファイバ網の整備を行い、その後、民間通信事業者へＩＲＵ契約（破棄し得ない使用権）によ

り施設を貸し出すことで、未整備地域においても民間サービスによるブロードバンド環境の提

供を行い、市民及び事業者の利便性の向上と情報通信技術を活用した市民相互、市民と行政の

コミュニケーションを活発にすることにより、地域の活性化を図りました。

H25年度末

544,556千円

整備対象地域

大桑、塩野室、中禅寺、日光湯元、小来川、鬼怒川川治、川治、三依、足尾、

栗山、川俣温泉の１１地域（地域名はＮＴＴ局舎名で表記しています）
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サービス形態 公設民営（IRU）

H26年度末 H27年度末

評価及び課題

　加入世帯数、利用率ともに、交付金申請時の整備目標（事業開始３年後の目標：3,164世

帯、加入率：35％）を上回っており、その後も順調に増加しています。その要因は、インター

ネット体験会等の実施や広報紙への加入促進記事の掲載による市民への普及啓発を行ってきた

ことに加え、当市の主要産業である観光業と平成25年度から実施している公衆無線ＬＡＮ

「Nikko City Wi-Fi」のマッチングが大きいものと評価しています。

　最終年度の目標達成を目指し、今後も加入率アップのため、広報紙などによる周知活動やイ

ンターネット体験会などの加入促進事業を継続して実施していくとともに、公衆無線ＬＡＮ

「Nikko City Wi-Fi」についてもアクセスポイントの充実を図り、情報通信技術の活用による

市民及び事業者の利便性の向上と地域の活性化に努めてまいります。
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整備計画時の目標 実          績

初年度

サービス開始日

整備地域の世帯数

加入世帯数

加入率（％）

契  約  先 東日本電信電話株式会社
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